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ユーロ圏GDP成長率 2期連続のマイナス成長に
ワクチン接種の進展状況等から、景気回復には時間を要する見込み

（審査確認番号 2021 - TＢ46）

ユーロ圏のGDP成長率は2期連続のマイナスに
欧州連合統計局が4月30日に発表した、2021年
1－3月期の実質GDP（域内総生産）成長率（速
報値）は前期比0.6％減となりました。事前予想
（同0.8%減）は上回ったものの、新型コロナウ
イルス感染拡大によるロックダウン（都市封
鎖）等の影響もあり、2020年10－12月期（同
0.7％減）に続き、景気後退とされる2期連続の
マイナス成長となりました（図表１）。
ユーロ圏では感染力の強い変異型ウイルスによ
る感染が拡大しており、一旦はピークを越えた
とみられていたものの、新規感染者数は高水準
で推移しています（図表2）。各国がロックダ
ウン等の厳しい措置を継続したことから、経済
活動が再び停滞し、実質GDP成長率もマイナス
となったものと思われます。

1/2

出所）図表1、2はブルームバーグのデータをもとに
ニッセイアセットマネジメントが作成

図表１：ユーロ圏各国の実質GDP成長率の推移

GDP（国内総生産）とは？
Gross Domestic Productの略で、国内において一定期間内に新たに生産されたモノやサービスな
どの合計金額。その国の経済力の目安に用いられる。
前年同期や前期と比べ、どのくらい増加（減少）したのかを見ることで、国内の経済成長を推定す
ることが可能となる。ＧＤＰの増減率を％で表したものを『ＧＤＰ成長率』と呼ぶ。

図表２：ユーロ圏各国の新規感染者数の推移

景気回復には時間を要する可能性が高い
足元では、新規感染者数は高止まりしており、
ロックダウン等の厳しい措置が延長される可能性
もあるとみられます。一方で、ワクチン接種進展
に伴い行動制限の解除による経済活動の正常化が
期待されることや夏ごろには景気対策として
7,500億ユーロ（約100兆円）規模の欧州復興基
金から各国に資金が分配される見込みであること
から、徐々に景気は回復するとの見方も強まりつ
つあります。
5月3日にフランスが外出制限等の措置を段階
的に解除するなど、徐々に制限を緩和する動き
も見られます。ワクチン接種の進展状況から新
規感染者数は徐々に減少すると考えられますが、
米国・英国と比較するとワクチン接種は進んで
いないこともあり、ユーロ圏の景気回復には時
間を要するものと思われます。

※ 欧州主要国の新型コロナウイルス新規感染者数（7日移動平均）の推移
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